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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

本日付で、半期報告書を提出しましたので、2018年10月12日付をもって提出した有価証券届出書（2019年1月11日付の有

価証券届出書の訂正届出書により訂正済み、以下「原届出書」という。）の関係情報を更新するため、また、記載事項

のうち、訂正すべき事項がありますので、関係事項を下記のとおり訂正を行うものであります。

 

２【訂正の内容】

 

原届出書の記載事項のうち＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　　　　は訂正部分を示し、＜更新後＞

に記載している内容は原届出書の更新後の内容を示します。

 

 

第一部【証券情報】

（５）【申込手数料】

＜訂　正　前＞

取得申込受付日の基準価額（当初申込期間においては1口当たり1円）に、3.24％（税抜　3.00％）（※）の率を上限と

して、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額とします。

申込手数料の詳細につきましては、販売会社にお問い合わせください。販売会社の詳細につきましては、下記「（8）申

込取扱場所」に記載の照会先までお問い合わせください。

※「税抜」における「税」とは、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」といいます。）をいいます。

 

＜訂　正　後＞

取得申込受付日の基準価額（当初申込期間においては1口当たり1円）に、3.24％（税抜　3.00％。消費税10％となった

場合は、税込3.30％）（※）の率を上限として、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額とします。

申込手数料の詳細につきましては、販売会社にお問い合わせください。販売会社の詳細につきましては、下記「（8）申

込取扱場所」に記載の照会先までお問い合わせください。

※「税抜」における「税」とは、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」といいます。）をいいます。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

 

(３)【ファンドの仕組み】

＜訂　正　前＞

（略）

②委託会社の概況（平成30年8月末日現在）

（略）

 

＜訂　正　後＞

（略）

②委託会社の概況（2019年2月末日現在）

（略）
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３【投資リスク】

＜更　新　後＞

（略）

《リスク管理体制》

運用上のリスク管理

 

 

委託会社では、取締役会が決定した運用リスク管理に関する基本方針に基づき、運用部、管理部、コンプライアンス

部およびコンプライアンス・オフィサーならびに投資政策委員会等が直接的または間接的に運用状況のモニタリング

を通じて運用リスクの管理を行います。

〔1〕委託会社の管理部にて、運用リスク管理を行い、定期的に運用リスク状況を投資政策委員会に報告します。

〔2〕委託会社の管理部は、運用リスク等のモニタリングを行い、その結果をコンプライアンス部、コンプライアン

ス・オフィサーおよび運用担当者に報告します。管理部は、状況に応じて運用部に内容の確認を行います。確認

の結果、当ファンドの商品性に合致しないリスクが存在すると認められた場合は、運用部に対し注意喚起を行

い、委託会社の投資政策委員会において報告を行います。

〔3〕〔2〕による投資政策委員会への報告が行われた場合、投資政策委員会は、速やかに対応策を決定し、改善指示

を行います。

※上記リスク管理体制は本書提出日現在のものであり、今後変更になる場合があります。
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４【手数料等及び税金】

 

（１）【申込手数料】

＜訂　正　前＞

申込手数料は、取得申込日の基準価額に、3.24％（税抜3.0％）を上限として販売会社がそれぞれ独自に定める手数

料率を乗じて得た金額となります。

収益分配金を再投資する場合には申込手数料は、課されないものとします。

手数料について、詳しくは販売会社または委託照会先までお問合わせ下さい。

（略）

 

＜訂　正　後＞

申込手数料は、取得申込日の基準価額に、3.24％（税抜3.0％。消費税10％となった場合は、税込3.30％）を上限と

して販売会社がそれぞれ独自に定める手数料率を乗じて得た金額となります。

収益分配金を再投資する場合には申込手数料は、課されないものとします。

手数料について、詳しくは販売会社または委託照会先までお問合わせ下さい。

（略）

 

（３）【信託報酬等】

＜訂　正　前＞

信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年10,000分の86.4（0.864％）

（税抜0.8％）の率を乗じて得た額とします。

信託報酬は、毎計算期間の最初の3ヶ月終了日および毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払うものと

し、委託会社、販売会社ならびに受託会社との間の配分は以下のとおりとします。

（略）

 

＜訂　正　後＞

信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年10,000分の86.4（0.864％）

（税抜0.8％。消費税10％となった場合は、税込0.88％）の率を乗じて得た額とします。

信託報酬は、毎計算期間の最初の3ヶ月終了日および毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払うものと

し、委託会社、販売会社ならびに受託会社との間の配分は以下のとおりとします。

（略）
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（４）【その他の手数料等】

＜訂　正　前＞

（略）

委託会社は純資産総額に対して委託会社は、上記⑦の信託事務の処理に要する諸費用の支払をファンドのために行

い、その金額を合理的に見積った結果、信託財産の純資産総額に対して年 0.108％（税抜 0.10％）を上限とする率

（ただし、変更される場合があります。）を毎日乗じて得た額を上記の諸費用等の支払の合計額とみなして、実際

または予想される費用額を上限として、投資信託財産より受領することができます。ただし、委託会社は、投資信

託財産の規模等を考慮して、期中に、随時係る諸費用の年率を見直し、これを変更することができます。

上記⑦の信託事務の処理に要する諸費用は、ファンドの計算期間を通じて毎日計上されます。係る諸費用は毎計算

期間の最初の6ヶ月終了日および毎計算期末または信託終了のときに、当該監査報酬に係る消費税等相当額とともに

投資信託財産中から委託会社に対して支弁されます。

（略）

 

＜訂　正　前＞

（略）

委託会社は純資産総額に対して委託会社は、上記⑦の信託事務の処理に要する諸費用の支払をファンドのために行

い、その金額を合理的に見積った結果、信託財産の純資産総額に対して年 0.108％（税抜 0.10％。消費税10％と

なった場合は、税込0.11％）を上限とする率（ただし、変更される場合があります。）を毎日乗じて得た額を上記

の諸費用等の支払の合計額とみなして、実際または予想される費用額を上限として、投資信託財産より受領するこ

とができます。ただし、委託会社は、投資信託財産の規模等を考慮して、期中に、随時係る諸費用の年率を見直

し、これを変更することができます。

上記⑦の信託事務の処理に要する諸費用は、ファンドの計算期間を通じて毎日計上されます。係る諸費用は毎計算

期間の最初の6ヶ月終了日および毎計算期末または信託終了のときに、当該監査報酬に係る消費税等相当額とともに

投資信託財産中から委託会社に対して支弁されます。

（略）

 

（５）【課税上の取扱い】

＜訂　正　前＞

（略）

※2018年8月末日現在のものですので、税法が改正された場合等は、上記（5）課税上の取扱いの内容が変更される場

合があります。

（略）

 

＜訂　正　後＞

（略）

※2019年2月末日現在のものですので、税法が改正された場合等は、上記（5）課税上の取扱いの内容が変更される場

合があります。

（略）
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５【運用状況】

※　原届出書の「第二部　ファンド情報　第１ファンドの状況　５運用状況」を次の内容に訂正・更新します。

 

＜更　新　後＞

以下は2019年2月末日現在の運用状況であります。

また、投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

 

（１）【投資状況】

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 191,565,800 85.33

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 32,928,264 14.66

合計(純資産総額) 224,494,064 100.00
 

　

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

イ.評価額上位銘柄明細

順
位

国／地域 種類 銘柄名 業種
数量又は
額面総額

帳簿価額
単価
(円)

帳簿価額
金額
(円)

評価額
単価
(円)

評価額
金額
(円)

投資
比率
(％)

1 日本 株式 岩谷産業 卸売業 2,000 3,795.00 7,590,000 3,635.00 7,270,000 3.24

2 日本 株式 大阪ソーダ 化学 2,600 3,131.86 8,142,840 2,772.00 7,207,200 3.21

3 日本 株式 月島機械 機械 4,700 1,532.40 7,202,291 1,361.00 6,396,700 2.85

4 日本 株式 三協フロンテア サービス業 1,600 3,305.00 5,288,000 3,880.00 6,208,000 2.77

5 日本 株式 フューチャー 情報・通信業 3,500 1,401.00 4,903,500 1,691.00 5,918,500 2.64

6 日本 株式 萩原工業 その他製品 3,500 1,872.81 6,554,865 1,687.00 5,904,500 2.63

7 日本 株式 ミロク情報サービス 情報・通信業 2,000 2,732.22 5,464,440 2,888.00 5,776,000 2.57

8 日本 株式 前田工繊 その他製品 2,000 2,030.97 4,061,940 2,809.00 5,618,000 2.50

9 日本 株式 メニコン 精密機器 1,800 2,933.00 5,279,400 3,025.00 5,445,000 2.43

10 日本 株式 サンフロンティア不動産 不動産業 4,200 1,272.31 5,343,721 1,269.00 5,329,800 2.37

11 日本 株式 ｅＢＡＳＥ 情報・通信業 3,000 1,659.31 4,977,930 1,773.00 5,319,000 2.37

12 日本 株式 前田建設工業 建設業 4,200 1,257.00 5,279,400 1,178.00 4,947,600 2.20

13 日本 株式 ジェイ・エス・ビー 不動産業 1,200 5,341.23 6,409,486 3,850.00 4,620,000 2.06

14 日本 株式 小松マテーレ 繊維製品 5,500 929.86 5,114,256 810.00 4,455,000 1.98

15 日本 株式 ラクス 情報・通信業 2,000 1,801.00 3,602,000 2,187.00 4,374,000 1.95

16 日本 株式 日東工業 電気機器 1,900 2,082.18 3,956,142 2,273.00 4,318,700 1.92

17 日本 株式 ワークマン 小売業 500 5,822.38 2,911,192 8,520.00 4,260,000 1.90

18 日本 株式 平和不動産 不動産業 2,000 1,968.21 3,936,422 2,115.00 4,230,000 1.88

19 日本 株式 クイック サービス業 2,500 1,733.16 4,332,900 1,649.00 4,122,500 1.84

20 日本 株式 西尾レントオール サービス業 1,200 3,786.60 4,543,929 3,430.00 4,116,000 1.83

21 日本 株式 日本ヒューム ガラス・土石製品 5,000 884.46 4,422,300 821.00 4,105,000 1.83

22 日本 株式 ディップ サービス業 2,000 2,007.18 4,014,373 1,963.00 3,926,000 1.75

23 日本 株式 エイチーム 情報・通信業 2,000 1,881.09 3,762,180 1,905.00 3,810,000 1.70

24 日本 株式 レッグス サービス業 4,200 1,176.60 4,941,759 902.00 3,788,400 1.69

25 日本 株式 中本パックス その他製品 2,300 1,896.00 4,360,814 1,637.00 3,765,100 1.68

26 日本 株式 イボキン 鉄鋼 1,700 2,380.97 4,047,663 2,113.00 3,592,100 1.60

27 日本 株式 三陽商会 繊維製品 2,000 2,139.00 4,278,000 1,792.00 3,584,000 1.60

28 日本 株式 オカダアイヨン 機械 2,400 1,657.81 3,978,756 1,459.00 3,501,600 1.56

29 日本 株式 スタジオアタオ 小売業 1,600 2,634.95 4,215,925 2,181.00 3,489,600 1.55

30 日本 株式 川崎近海汽船 海運業 1,100 3,735.30 4,108,832 3,155.00 3,470,500 1.55
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ロ.種類別及び業種別の投資比率

種類 国内／外国 業種
投資比率
（％）

株式 国内 建設業 3.84

  繊維製品 4.82

  化学 3.21

  ゴム製品 1.00

  ガラス・土石製品 1.83

  鉄鋼 3.13

  非鉄金属 1.40

  金属製品 2.99

  機械 6.42

  電気機器 4.41

  精密機器 3.77

  その他製品 8.20

  海運業 1.55

  倉庫・運輸関連業 1.32

  情報・通信業 12.32

  卸売業 4.27

  小売業 3.45

  不動産業 6.32

  サービス業 11.07

合計 　 　 85.33
 

　

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

　

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

期別
純資産総額（円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1計算期間末 (2018年 7月20日) 275,159,749 275,159,749 1.2458 1.2458

 2018年 2月末日 118,783,467 ― 1.2170 ―

 　　　 3月末日 99,603,655 ― 1.2004 ―

 　　　 4月末日 266,383,249 ― 1.2685 ―

 　　　 5月末日 473,113,908 ― 1.2631 ―

 　　　 6月末日 300,656,043 ― 1.2444 ―

 　　　 7月末日 281,913,941 ― 1.2582 ―

 　　　 8月末日 290,522,006 ― 1.2489 ―

 　　　 9月末日 270,457,413 ― 1.3098 ―

 　　　10月末日 245,634,208 ― 1.1875 ―

 　　　11月末日 253,299,220 ― 1.2058 ―

 　　　12月末日 208,279,864 ― 1.0877 ―

 2019年 1月末日 215,162,015 ― 1.1227 ―

 　　　 2月末日 224,494,064 ― 1.1834 ―
 

 

②【分配の推移】

期 計算期間 1口当たりの分配金（円）

第1計算期間末 2017年 9月29日～2018年 7月20日 0.0000
 

　

③【収益率の推移】

期 計算期間 収益率（％）

第1計算期間末 2017年 9月29日～2018年 7月20日 24.6
 

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期間の直

前の計算期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で

除して得た数に100を乗じた数です。

　

（４）【設定及び解約の実績】

期 計算期間 設定口数（口） 解約口数（口）
発行済み口数

（口）

第1計算期間末 2017年 9月29日～2018年 7月20日 762,742,734 541,874,365 220,868,369
 

(注)第1計算期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。
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（参考情報）運用実績　2019年2月末日時点
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第３【ファンドの経理状況】

 

※　原届出書の「第二部　ファンド情報　第3 ファンドの経理状況　１ 財務諸表」の末尾に、以下の中間財務諸表を追

加します。

 

＜更新後＞

　

（１）当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令

第38号）並びに同規則第38条の3および第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12

年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

　

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

　

（２）当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間計算期間（2018年7月21日から2019年1月

20日まで）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による中間監査を受けております。

 
【中間財務諸表】
　

【ＴＯＲＡＮＯＴＥＣアクティブジャパン】

　

（１）【中間貸借対照表】

           (単位：円)

          
前計算期間末

2018年 7月20日現在
当中間計算期間末
2019年 1月20日現在

資産の部   

 流動資産   

  金銭信託 614,389 329,204

  コール・ローン 28,840,094 19,600,041

  株式 247,245,600 198,134,700

  未収入金 6,702,281 -

  未収配当金 262,800 473,600

  流動資産合計 283,665,164 218,537,545

 資産合計 283,665,164 218,537,545

負債の部   

 流動負債   

  未払金 502,000 -

  未払解約金 7,078,604 3,633,352

  未払受託者報酬 30,787 41,735

  未払委託者報酬 791,236 1,072,767

  未払利息 71 144

  その他未払費用 102,717 139,257

  流動負債合計 8,505,415 4,887,255

 負債合計 8,505,415 4,887,255

純資産の部   

 元本等   

  元本 220,868,369 191,538,896

  剰余金   

   中間剰余金又は中間欠損金（△） 54,291,380 22,111,394

  元本等合計 275,159,749 213,650,290

 純資産合計 275,159,749 213,650,290

負債純資産合計 283,665,164 218,537,545
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

           (単位：円)

          前中間計算期間
自　2017年 9月29日
至　2018年 3月28日

当中間計算期間
自　2018年 7月21日
至　2019年 1月20日

営業収益   

 受取配当金 907,485 1,702,227

 受取利息 25 30

 有価証券売買等損益 △999,990 △28,192,807

 その他収益 - 157

 営業収益合計 △92,480 △26,490,393

営業費用   

 支払利息 10,786 17,281

 受託者報酬 13,439 41,735

 委託者報酬 346,471 1,072,767

 その他費用 44,934 139,257

 営業費用合計 415,630 1,271,040

営業利益又は営業損失（△） △508,110 △27,761,433

経常利益又は経常損失（△） △508,110 △27,761,433

中間純利益又は中間純損失（△） △508,110 △27,761,433

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

909,706 △7,114,032

期首剰余金又は期首欠損金（△） - 54,291,380

剰余金増加額又は欠損金減少額 33,208,362 27,138,716

 
中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

- -

 
中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

33,208,362 27,138,716

剰余金減少額又は欠損金増加額 18,885,029 38,671,301

 
中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

18,885,029 38,671,301

 
中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

- -

分配金 - -

中間剰余金又は中間欠損金（△） 12,905,517 22,111,394
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び評価方法 株式

原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のないも

のについては、それに準ずる価額）、または金融商品取引業者等から提示され

る気配相場に基づいて評価しております。

２.収益及び費用の計上基準 受取配当金

原則として、配当落ち日において、確定配当金額または予想配当金額を計上し

ております。

 有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。
 

 

（中間貸借対照表に関する注記）

項目
前計算期間末

2018年 7月20日現在
当中間計算期間末
2019年 1月20日現在

１. 投資信託財産に係る元本の状況   

 期首元本額 20,000,000円 220,868,369円

 期中追加設定元本額 742,742,734円 131,173,000円

 期中一部解約元本額 541,874,365円 160,502,473円

２. 受益権の総数 220,868,369口 191,538,896口

３. 1口当たり純資産額 1.2458円 1.1154円

 (10,000口当たり純資産額) (12,458円) (11,154円)
 

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

項目
前計算期間末

2018年 7月20日現在
当中間計算期間末
2019年 1月20日現在

１．中間貸借対照表計上額、時価及

びその差額

時価で計上しているため、その差額は

ありません。

同左

２．時価の算定方法 株式 同左

 重要な会計方針に係る事項に関する注

記「有価証券の評価基準及び評価方

法」に記載しております。

 

３．金融商品の時価等に関する事項

についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づ

く価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては

一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が異なることもあります。

同左

 

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

※ 原届出書の「第二部 ファンド情報　第3 ファンドの経理状況　2 ファンドの現況」の該当部分を以下のように訂正

するとともに、以下の内容が更新されます。

 

＜更　新　後＞

【純資産額計算書】

2019年2月28日現在

Ⅰ　資産総額 234,284,256円

Ⅱ　負債総額 9,790,192円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 224,494,064円

Ⅳ　発行済口数 189,702,753口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.1834円

　　（1万口当たり純資産額） （11,834円）
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

 

＜訂　正　前＞

（1）資本金の額（平成30年8月末日現在）

現在の資本金の額 5億9,430万円

会社が発行する株式総数 100,000株

発行済株式総数 23,372株
 

 

直近5ヵ年における主な資本の額の増減：

平成26年 9月30日 資本金 542百万円に増資

平成26年11月21日 資本金 552百万円に増資

平成27年 3月31日 資本金 557百万円に増資

平成27年 6月25日 資本金 562百万円に増資

平成27年 9月30日 資本金 567百万円に増資

平成27年12月25日 資本金 574.5百万円に増資

平成28年 7月21日 資本金 582百万円に増資

平成28年10月28日 資本金 594.3百万円に増資
 

（略）

 

＜訂　正　後＞

（1）資本金の額（2019年2月末日現在）

現在の資本金の額 5億9,430万円

会社が発行する株式総数 100,000株

発行済株式総数 23,372株
 

 

直近5ヵ年における主な資本の額の増減：

平成26年 9月30日 資本金 542百万円に増資

平成26年11月21日 資本金 552百万円に増資

平成27年 3月31日 資本金 557百万円に増資

平成27年 6月25日 資本金 562百万円に増資

平成27年 9月30日 資本金 567百万円に増資

平成27年12月25日 資本金 574.5百万円に増資

平成28年 7月21日 資本金 582百万円に増資

平成28年10月28日 資本金 594.3百万円に増資
 

　（略）
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２【事業の内容及び営業の概況】

 

＜更　新　後＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を行う

とともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。また「金

融商品取引法」に定める投資助言業務、第二種金融商品取引業務を行っています。

 

委託会社が運用する証券投資信託は2019年2月末日現在、次の通りです。但し、親投資信託を除きます。

種類 本数 純資産総額［百万円］

追加型株式投資信託 4 654

単位型株式投資信託 1 2,004

合計 5 2,659
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３【委託会社等の経理状況】

※ 原届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　3　委託会社等の経理状況」を次の内容に訂

正・更新します。

 

＜更新後＞

 

1．　委託会社であるTORANOTEC投信投資顧問株式会社(以下、「委託会社」という)の財務諸表は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等規則」という)、ならびに同規則

第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）により作成し

ております。

また、委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号、以下「中間財務諸表等規則」という)、ならびに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。

 

2．　財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

3．　委託会社は、金融商品取引法第193条の２第1項に基づき、第20期事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月31

日まで）の財務諸表については、かがやき監査法人により監査を受けております。

また、第21期事業年度に係る中間会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）の中間財務諸表につい

ては、かがやき監査法人による中間監査を受けております。

 

EDINET提出書類

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社(E14235)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

18/51



 

 (1)【貸借対照表】

　 　
前事業年度 当事業年度

（平成29年３月31日） （平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

（資産の部） 　     

流動資産 　     

現金及び預金 　  11,969  13,074

直販顧客分別金信託 　  ―  2,413

未収委託者報酬 　  ―  16

未収収益   ―  1,800

前払費用 　  10,378  12,887

立替金 ※1　  18,577  2,735

未収消費税等   3,723  15,463

その他 　  86  1,646

貸倒引当金 　  ―  △2,244

流動資産計 　  44,735  47,793

固定資産 　     

有形固定資産 　     

　　建物 　 11,046  11,046  

　　　減価償却累計額 　 △62 10,983 △814 10,232

　器具備品 　 11,389  6,777  

  　 減価償却累計額 　 △10,473 916 △6,179 598

リース資産  3,724  3,724  

　　 減価償却累計額  － 3,724 △744 2,979

その他   273  ―

有形固定資産計 　  15,897  13,810

無形固定資産 　     

　電話加入権 　  288  288

　　ソフトウェア   5,703  33,935

無形固定資産計 　  5,991  34,223

投資その他の資産      

敷金   25,584  25,584

差入保証金   627  1,250

　投資その他の資産計   26,212  26,834

　　　　　固定資産計 　  48,101  74,868

資産合計 　  92,837  122,661
 

 

EDINET提出書類

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社(E14235)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

19/51



 

　 　
前事業年度 当事業年度

（平成29年３月31日） （平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

（負債の部） 　  　  　

流動負債 　     

預り金   968  2,753

未払金      

　未払手数料   ―  3

　その他未払金 ※1  13,567  34,996

未払費用   705  1,673

未払法人税等   2,520  2,534

賞与引当金   2,784  4,369

　　　流動負債計   20,547  46,330

固定負債      

　リース債務   4,021  3,217

　繰延税金負債   1,271  1,185

　退職給付引当金   ―  1,460

　資産除去債務   4,175  4,175

　　　　固定負債計   9,468  10,038

負債合計   30,016  56,368

（純資産の部）      

株主資本      

　資本金   594,300  594,300

　資本剰余金      

　　資本準備金　　　　　  354,300  354,300  

　　その他資本剰余金  1,465  1,465  

　　資本剰余金計   355,765  355,765

　利益剰余金      

　　その他利益剰余金      

　　　繰越利益剰余金  △887,244  △883,773  

　　利益剰余金計   △887,244  △883,773

株主資本合計   62,821  66,292

　   純資産合計   62,821  66,292

負債純資産合計   92,837  122,661
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(2)【損益計算書】

　 　

前事業年度 当事業年度

（自 平成28年4月 1日 （自 平成29年4月 1日

　　至　平成29年3月31日） 　　至　平成30年3月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

営業収益      

　委託者報酬  20,309  422  

　投資顧問料  40,206  ―  

　その他営業収益  3,240  7,290  

営業収益計   63,756  7,713

営業費用      

支払手数料 ※１ 7,768  12,226  

広告宣伝費  833  50,997  

受益証券発行費  1,212  501  

調査費      

　調査費  455  11,044  

　委託調査費  1,657  1,722  

委託計算費  37,053  35,862  

営業雑経費      

　通信費  1,800  11,364  

　協会費  937  709  

　諸会費  794  687  

　貸倒引当金繰入額  ―  2,244  

　その他営業雑経費  8,800  2,198  

　減価償却費  846  8,672  

営業費用計   62,159  138,230

一般管理費      

　給料      

　　役員報酬  15,500  18,000  

　　給料・手当  36,191  77,890  

　　賞与  2,256  4,440  

　賞与引当金繰入額  2,472  4,022  

　交際費  373  1,028  

　旅費交通費  357  988  

　租税公課  3,625  4,792  

　不動産賃借料  9,837  13,039  

　諸経費  23,033  53,538  

一般管理費計   93,647  177,741

営業利益又は損失（△）   △92,050  △308,259
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前事業年度

（自　平成28年4月 1日

　　至　平成29年3月31日）

当事業年度

（自　平成29年4月 1日

　　至　平成30年3月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

営業外収益      

受取利息  0  0  

投資有価証券売却益  ―  3,315  

雑益  0  26  

営業外収益計   1  3,341

営業外費用      

　支払利息  ―  146  

株式交付費  138  ―  

雑損失  643  ―  

営業外費用計   782  146

経常利益又は損失（△）   △92,832  △305,064

特別利益      

　受贈益 ※1 55,000  314,000  

特別利益計   55,000  314,000

特別損失      

　固定資産除却損  30  160  

　減損損失  428  ―  

　情報機器解約損  ―  5,100  

特別損失計   458  5,260

税引前当期純利益又は純損失
（△）

　　  △38,290  3,674

　法人税、住民税及び事業税   265  290

　法人税等調整額   1,271  △86

当期純利益又は純損失（△） 　  △39,828  3,470
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(3）【株主資本等変動計算書】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

前事業年度

（自　平成28年4月 1日

　 至　平成29年3月31日）

当事業年度

（自　平成29年4月 1日

　　至　平成30年3月31日）

株主資本   

資本金   

当期首残高 574,500 594,300

当期変動額   

新株の発行 19,800 ―

当期変動額合計 19,800 ―

当期末残高 594,300 594,300

資本剰余金   

　　資本準備金   

当期首残高 334,500 354,300

当期変動額   

新株の発行 19,800 ―

当期変動額合計 19,800 ―

当期末残高 354,300 354,300

　　その他資本剰余金   

当期首残高 1,465 1,465

当期変動額   

当期変動額合計 ― ―

当期末残高 1,465 1,465

資本剰余金合計   

当期首残高 335,965 355,765

当期変動額   

新株の発行 19,800 ―

当期変動額合計 19,800 ―

当期末残高 355,765 355,765

利益剰余金   

　繰越利益剰余金   

当期首残高 △847,415 △887,244

当期変動額   

当期純利益又は純損失（△） △39,828 3,470

当期変動額合計 △39,828 3,470

当期末残高 △887,244 △883,773

株主資本合計   

当期首残高 63,049 62,821

当期変動額   

新株の発行 39,600 ―

当期純利益又は純損失（△） △39,828 3,470

当期変動額合計 △228 3,470

当期末残高 62,821 66,292

純資産合計   

当期首残高 63,049 62,821

当期変動額   

新株の発行 39,600 ―

当期純利益又は純損失（△） △39,828 3,470

当期変動額合計 △228 3,470

当期末残高 62,821 66,292
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（重要な会計方針）

項目

当事業年度

（自　平成29年4月 1日

　　至　平成30年3月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定）を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

 

 

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成28年4月1日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　建物　　　　 8～15年

　器具備品 　　3～15年

ロ　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な償却年数は次のとおりです。

　ソフトウェア　  5年

ハ　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

 

３．引当金の計上基準 イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき当事業年度負担額を計上しております。

ハ　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

　　「減価償却費」の表示方法は、前事業年度において、損益計算書上、「一般管理費」に含めて表示しておりました

が、営業費用としての重要性が増したため、当事業年度より「営業費用」に含めて表示しております。

 

（会計上の見積りの変更に関する注記）

　　該当事項はありません。

 

（修正再表示に関する注記）

　　該当事項はありません。

 

（貸借対照表関係）

（単位：千円）

前事業年度
（平成29年３月31日）

当事業年度
（平成30年３月31日）

※１．関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。

※１．関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。　　　　　　

立替金 17,991

その他未払金 2,025

  
 

立替金 491

その他未払金 19,418

  
 

 

 

（損益計算書関係）

（単位：千円）

前事業年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

 

関係会社からの投資一任報酬 38,968

関係会社への販売代行手数料 2,044

関係会社からのコンサルティング料 3,240

関係会社への地代家賃 8,204

関係会社への経営指導料 1,093

関係会社からの受贈益 55,000

  
 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

 

関係会社へのシステム利用料 6,939

関係会社からの受贈益 314,000
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 22,580 792 ― 23,372
 

（変動事由の概要）

株主割当増資による新株の発行による増加　792株

 

２.自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３.新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４.配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 23,372 ― ― 23,372
 

 

２.自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３.配当に関する事項

該当事項はありません。

 

４.新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

１.ファイナンス・リース取引

（1）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産　データセンター内に設置したサーバーおよびネットワーク機器であります。

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「１．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２.オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

 

３.転リース取引

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、事業計画に照らして、必要な資金を調達しております。資金運用については、短期的な預金等に限定し

て行っております。

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収委託者報酬及び未収収益は、顧客の信用リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管

理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　

②市場リスク（為替の変動に係るリスク）の管理

定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況

を継続的に見直しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

前事業年度（平成29年３月31日）

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは含まれておりません。

（単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 11,969 11,969 ―

（2）立替金 18,577 18,577 ―

資産計 30,547 30,547 ―

（1）預り金 968 968 ―

（2）その他未払金 13,567 13,567 ―

（3）未払費用 705 705 ―

（4）リース債務 4,021 4,023 1

負債計 19,264 19,265 1
 

※立替金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

(注)金融資産の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（1）現金及び預金（2）未収委託者報酬（3）未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（4）立替金

これらは、回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額

から現在の貸倒見積額を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

 

負債

（1）未払手数料（2）その他未払金（3）未払費用（4）預り金（5）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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当事業年度（平成30年３月31日）

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは含まれておりません。

（単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 13,074 13,074 ―

（2）直販顧客分別金信託 2,413 2,413 ―

（3）未収収益 1,800 1,800  

（4）立替金 2,735 2,735  

　 貸倒引当金 △2,244 △2,244  

資産計 17,779 17,779 ―

（1）預り金 2,753 2,753 ―

（2）その他未払金 34,996 34,996 ―

（3）未払費用 1,673 1,673 ―

（4）リース債務 3,217 3,232 15

負債計 42,640 42,655 15
 

(注1)金融資産の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（1）現金及び預金 (2)直販顧客分別金信託 (3)未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（4）立替金

これらは、回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額

から現在の貸倒見積額を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

 

負債

（1）預り金（2）その他未払金（3）未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（4）リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

 

(注2)金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成29年３月31日）

 （単位：千円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 11,969 ― ― ―

合計 11,969 ― ― ―
 

　※立替金については、回収予定額が見込めないため記載しておりません。
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当事業年度（平成30年３月31日）

（単位：千円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 13,074 ― ― ―

未収収益 1,800    

合計 14,874 ― ― ―
 

　※立替金については、回収予定額が見込めないため記載しておりません。

 

(注3)社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成29年３月31日）

（単位：千円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

リース債務 804 3,217 ― ―

合計 804 3,217 ― ―
 

 

当事業年度（平成30年３月31日）

（単位：千円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

リース債務 773 2,444 ― ―

合計 773 2,444 ― ―
 

 

（有価証券関係）

　事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（平成30年３月31日）

（単位：千円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

投資信託受益証券 23,075 3,315 ―

合計 23,075 3,315 ―
 

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度（退職一時金制度）を採用しております。退職一時

金制度（内部積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しておりま

す。

なお、当社が有する退職一時金制度は、自己都合退職要支給額を基に計算した簡便法により退職給付引当金及び退職

給付費用を計算しております。
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２．簡便法を適用した退職給付引当金の期首残高と期末残高

（単位：千円）

前事業年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

退職給付引当金の期首残高 ―

　退職給付の支払額 ―

　制度への拠出額 ―

退職給付引当金の期末残高 ―
 

退職給付引当金の期首残高 ―

　退職給付の支払額 ―

　制度への拠出額 1,460

退職給付引当金の期末残高 1,460
 

 

 

３．退職給付費用

　簡便法で計算した退職給付費用　　前事業年度 ―千円　　当事業年度 1,460千円

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

（単位：千円）

前事業年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

(繰延税金資産)  

　繰越欠損金 199,891

　未払事業税 695

　賞与引当金 859

　資産除去債務 1,278

　その他 68

繰延税金資産　小計 202,794

　評価性引当額 △202,794

繰延税金資産　合計 －

(繰延税金負債)  

　資産除去債務に対応する
除去費用

1,271

繰延税金負債合計 1,271

繰延税金負債の純額 1,271
 

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳

 

税引前当期純損失を計上しているため、注記を省

略しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正

該当事項はありません。

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

(繰延税金資産)  

　繰越欠損金 246,027

　未払事業税 687

　賞与引当金 1,337

　資産除去債務 1,278

　その他 1,168

繰延税金資産　小計 250,499

　評価性引当額 △250,499

繰延税金資産　合計 －

(繰延税金負債)  

　資産除去債務に対応する
除去費用

1,185

繰延税金負債合計 1,185

繰延税金負債の純額 1,185
 

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 30.9％

交際費 永久差異 8.6％

子会社支援金 永久差異 △2,637.0％

住民税均等割額 7.9％

評価性引当額の増減 1,298.2％

繰越欠損金の期限切れ 1,286.4％

その他 10.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

 
5.5％

 

 

３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正

該当事項はありません。
 

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

１．当該資産除去債務の概要

　本社オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　ビル指定業者に依頼した原状回復工事に係る見積りに基づいて計算しております。
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３．当該資産除去債務の総額の増減

（単位：千円）

期首残高 増加 減少 期末残高

4,175 ― ― 4,175
 

 

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

＜セグメント情報＞

前事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

当社は資産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自 平成29年4月1日　至 平成30年3月31日）

当社は資産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

＜関連情報＞

前事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

1.製品およびサービスごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

 
証券投資
一任報酬

商品投資
一任報酬

投信委託者
報酬

その他 合計

外部顧客か
らの収益

38,968 1,238 20,309 3,240 63,756
 

 

2.地域ごとの情報　

（1）営業収益

　　　　　　　　　　　　　　　　　        （単位：千円）

 日本 ケイマン諸島 合計

営業収益 62,518 1,238 63,756
 

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

3.主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 ばんせい証券株式会社

営業収益 42,209
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当事業年度（自 平成29年４月1日　至 平成30年３月31日）

1.製品およびサービスごとの情報

　　（単位：千円）

 
証券投資
一任報酬

商品投資
一任報酬

投信委託者
報酬

その他 合計

外部顧客か
らの収益

― ― 422 7,290 7,713
 

 

2.地域ごとの情報　

（1）営業収益

　　　　　　　　　　　　　　　　　       （単位：千円）

 日本 香港 合計

営業収益 2,553 5,160 7,713
 

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

3.主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名
Global Student Accommodation

Limited Company

営業収益 5,160
 

 

＜報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報＞

前事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成29年4月1日　至 平成30年3月31日）

当社は資産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

＜報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報＞

前事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成29年4月1日　至 平成30年3月31日）

該当事項はありません。
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＜報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報＞

前事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成29年4月1日　至 平成30年3月31日）

該当事項はありません。

 

 

（関連当事者情報）

前事業年度（自　平成28年4月１日　至　平成29年3月31日）

　（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

＜自　平成28年4月１日　至　平成28年10月31日＞

種
類

の
名
称

会
社
等

所
在
地

資本金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事
者との
関係

取引の内容
取引
金額

(千円）
科目

期末
残高

（千円）

親
会
社

ン
グ
ス
株
式
会
社

ば
ん
せ
い
ホ
ー
ル
デ
ィ

東
京
都
中
央
区

1,558,250
持株
会社

被所有
100％

資金の
援助
 
経営指導

増資の引受
（注2）

 
経営指導料

39,600
 
 

1,093

―
 
 
―

―
 
 
―

 

　取引条件および取引条件の決定方針等

(注)1： 取引金額には消費税等は含まれておりません。

(注)2： 当社が行った第三者割当増資を１株につき50,000円で引き受けております。
 

 

＜自　平成28年11月１日　至　平成29年3月31日＞

種
類

の
名
称

会
社
等

所
在
地

資本金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事
者との
関係

取引の内容
取引
金額

(千円）
科目

期末
残高

（千円）

親
会
社

株
式
会
社

Ｔ
Ｏ
Ｒ
Ａ
Ｎ
Ｏ
Ｔ
Ｅ
Ｃ

東
京
都
港
区

26,000
フィン
テック

被所有
100％

資金の
援助
 
経営指導

資金の援助
（注2）

 
 
 

55,000
 
 

 
 

立替金
 

未払金

 
 

17,991
 

2,025

 

　取引条件および取引条件の決定方針等

(注)1： 取引金額には消費税等は含まれておりません。

(注)2： 当社の資金計画に基づき、両社協議の上、必要な資金援助を受けております。
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（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

＜自　平成28年4月１日　至　平成28年10月31日＞

種
類

の
名
称

会
社
等

所
在
地

資本金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との
関係

取引の内容
取引
金額

(千円）
科目

期末
残高

（千円）

同
一
の
親
会
社
を
も
つ
会
社

ば
ん
せ
い
証
券
株
式
会
社

東
京
都
中
央
区

1,558,250 証券業 なし

投資一任契
約
 
当社投信商
品の販売

投資顧問報酬
の受取（注
2）
販売代行手数
料の支払（注
3）
コンサルティ
ング料の受取
（注2）
地代家賃の支
払（注4）

38,968
 
 

2,044
 
 

3,240
 
 
　

8,204

 
 
 
 

未収
収益
 

未払金
 

 
 
 
 
―
 
 
―
 

 

　取引条件および取引条件の決定方針等
　(注)1： 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。
　(注)2： 投資顧問料およびコンサルティング料については、それぞれ両社協議の上、決定しております。

　(注)3： 販売代行手数料については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定しております。

　(注)4： 地代家賃については、実際の使用面積を基に算出しています。
 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報　

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社　（未上場）

※平成28年11月1日付けで、ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社は、ばんせいホールディングス株式会社より当社の株式

を100％取得しております。

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成29年4月１日　至　平成30年3月31日）

１．関連当事者との取引

　（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種
類

の
名
称

会
社
等

所
在
地

資本金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事
者との
関係

取引の内容
取引
金額

(千円）
科目

期末
残高

（千円）

親
会
社

株
式
会
社

Ｔ
Ｏ
Ｒ
Ａ
Ｎ
Ｏ
Ｔ
Ｅ
Ｃ

東
京
都
港
区

369,439
フィン
テック

被所有
100％

資金の
援助
 
基幹シス
テムの
提供

資金の援助
（注2）

 
システム利
用料の支払

（注3）

314,000
 
 

6,939

立替金
 
 

未払金

491
 
 

19,418

 

　取引条件および取引条件の決定方針等
(注)1： 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。
(注)2： 当社の資金計画に基づき、両社協議の上、必要な資金援助を受けております。

(注)3： システム利用料については、両社協議により算定し、決定しております。
 

 

（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

     該当事項はありません
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報　

　ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社　（未上場）

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成28年4月１日

　　至　平成29年3月31日）

当事業年度
（自　平成29年4月１日

　　至　平成30年3月31日）

 

１株当たり純資産額 2,687円90銭

１株当たり当期純損失金額 1,731円85銭
 

　
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。
 

 

１株当たり純資産額 2,836円41銭

１株当たり当期純利益金額 148円51銭
 

 
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
 

 

 

（注）１株当たり当期純利益（又は純損失(△））金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成28年4月１日
　至　平成29年3月31日)

当事業年度
（自　平成29年4月１日

 　 至　平成30年3月31日）

当期純利益又は純損失（△）（千円） △39,828 3,470

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は純損失（△）
（千円）

△39,828 3,470

普通株式の期中平均株式数（株）  22,998  23,372
 

 

 （重要な後発事象）

　該当事項はありません。　

 

EDINET提出書類

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社(E14235)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

36/51



 

(1)中間貸借対照表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

  
当中間会計期間末
（2018年9月30日）

区分
注記
番号

 

（資産の部）    

流動資産    

現金及び預金   24,939

直販顧客分別金信託   2,327

未収委託者報酬   1,255

未収収益   1,908

前払費用   7,730

立替金   2,298

未収消費税等 ※１  8,679

その他   7,108

貸倒引当金   △1,280

流動資産合計   54,968

固定資産    

有形固定資産    

建物   11,046

減価償却累計額   △1,189

建物 (純額)   9,856

器具及び備品   6,777

減価償却累計額   △6,239

器具及び備品(純額)   538

リース資産   3,724

減価償却累計額   △1,117

リース資産(純額)   2,606

有形固定資産合計   13,002

無形固定資産    

電話加入権   288

ソフトウェア   29,830

無形固定資産合計   30,118

投資その他の資産    

敷金   25,584

差入保証金   1,250

投資その他の資産合計   26,834

固定資産合計   69,955

資産合計   124,923
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当中間会計期間末
（2018年9月30日）

区分
注記
番号

 

（負債の部）    

流動負債    

預り金   6,071

未払金   33,203

未払費用   2,202

未払法人税等   2,389

賞与引当金   3,860

流動負債合計   47,728

固定負債    

リース債務   2,815

繰延税金負債   1,142

退職給付引当金   1,934

資産除去債務   4,175

固定負債合計   10,067

負債合計   57,795

(純資産の部)    

株主資本    

資本金   594,300

資本剰余金    

資本準備金   354,300

その他資本剰余金   1,465

資本剰余金計   355,765

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金   △882,938

利益剰余金計   △882,938

株主資本合計   67,127

純資産合計   67,127

負債純資産合計   124,923
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３．中間損益計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

  
当中間会計期間

(自　2018年4月 1日
至　2018年9月30日)

区分
注記
番号

 
 

営業収益   13,929

営業費用   202,973

　手数料等営業経費   111,154

　一般管理費 ※１  91,819

営業損失（△）   △189,044

営業外収益   54

営業外費用   73

経常損失（△）   △189,062

特別利益   190,000

　受贈益 ※２  190,000

特別損失   －

税引前中間純利益   937

法人税、住民税及び事業税   145

法人税等調整額   △42

中間純利益   835
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(3)中間株主資本等変動計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
当中間会計期間

(自　2018年4月 1日
至　2018年9月30日)

株主資本  

　資本金  

　　当期首残高 594,300

　　当中間期変動額 －

　　　当中間期変動額合計 －

　　当中間期末残高 594,300

　資本剰余金  

　　資本準備金  

　　　当期首残高 354,300

　　　当中間期変動額 －

　　　　当中間期変動額合計 －

　　　当中間期末残高 354,300

　　その他資本剰余金  

　　　当期首残高 1,465

　　　当中間期変動額 －

　　　　当中間期変動額合計 －

　　　当中間期末残高 1,465

　　資本剰余金合計  

　　　当期首残高 355,765

　　　当中間期変動額 －

　　　　当中間期変動額合計 －

　　　当中間期末残高 355,765

　利益剰余金  

　　　繰越利益剰余金  

　　　当期首残高 △883,773

　　　当中間期変動額  

　　　　中間純利益 835

　　　　当中間期変動額合計 835

　　　当中間期末残高 △882,938

　株主資本合計  

　　当期首残高 66,292

　　当中間期変動額  

　　　中間純利益 835

　　　当中間期変動額合計 835

　　当中間期末残高 67,127

純資産合計  

　　当期首残高 66,292

　　当中間期変動額  

　　　中間純利益 835

　　　株主資本等以外の項目の当期変動額（純額） －

　　　当中間期変動額合計 835

　　当中間期末残高 67,127
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重要な会計方針

項目
当中間会計期間

(自　2018年4月 1日
至　2018年9月30日)

１．固定資産の減価償却の方法 イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成28年4月1日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物　　　　 8～15年

器具備品 　　3～15年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、主な償却年数は次のとおりです。

ソフトウェア　  5年

ハ　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

 

２．引当金の計上基準 イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき当中間会計期間負担額を計上しております。

 ハ　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算は、退職給付に係る

中間期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた

簡便法を適用しております。

 

３．その他中間財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間末
（2018年9月30日）

※１．消費税等の取り扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、「未収消費税等」として表示しております。
 

 

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間
（自　2018年4月1日 至　2018年9月30日）

※１．減価償却実施額

有形固定資産　　　　　808千円

無形固定資産　　　　4,104千円

※２．受贈益　　　　　　190,000千円

全額が親会社から受領した支援金であります。
 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　2018年4月1日　至　2018年9月30日）

１.発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 23,372 － － 23,372
 

２.自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３.配当に関する事項

　該当事項はありません。

４.新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

１.ファイナンス・リース取引

（1）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産　データセンター内に設置したサーバーおよびネットワーク機器であります。

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２.オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

 

３.転リース取引

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、事業計画に照らして必要な資金を調達しております。資金運用については、短期的な預金等に限定して

行っております。

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収委託者報酬および未収収益は、顧客の信用リスクに晒されております。

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管

理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

 

②市場リスク（為替の変動に係るリスク）の管理

定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況

を継続的に見直しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

当中間会計期間末（2018年9月30日）

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは含まれておりません。

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

 （千円） （千円） （千円）

（1）現金及び預金 24,939 24,939 ―

（2）直販顧客分別金信託 2,327 2,327 ―

（3）未収委託者報酬 1,255 1,255 ―

（4）未収収益 1,908 1,908 ―

（5）未収入金 4,644 4,644 ―

（6）立替金 2,298 2,298  

　　 貸倒引当金※ △1,280 △1,280 ―

資産計 36,092 36,092 ―

（1）預り金 6,071 6,071 ―

（2）未払金 33,203 33,203 ―

（3）未払費用 2,202 2,202 ―

（4）リース債務 2,815 2,964 149

負債計 44,293 44,442 ―
 

※立替金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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(注)金融資産の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（1）現金及び預金（2）直販顧客分別金信託（3）未収委託者報酬（4）未収収益（5）未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（6）立替金

　回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は中間決算日における中間貸借対照表価額から現

在の貸倒見積額を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

負債

（1）預り金（2）未払金（3）未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（4）リース債務

時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

 

（有価証券関係）

その他有価証券

当中間会計期間末（2018年9月30日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当中間会計期間末（2018年9月30日）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　当中間会計期間末（2018年9月30日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　当中間会計期間末（2018年9月30日）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　当中間会計期間末（2018年9月30日）

　１．当該資産除去債務の概要

　　本社オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　　ビル指定業者に依頼した原状回復工事に係る見積りに基づいて計算しております。

 

３．当該資産除去債務の総額の増減

（単位：千円）

期首残高 増加 減少 期末残高

4,175 ― ― 4,175
 

 

（賃貸等不動産関係）

　当中間会計期間末（2018年9月30日）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

＜セグメント情報＞

　当中間会計期間（自 2018年4月1日　至 2018年9月30日）

　当社は資産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

＜関連情報＞

　当中間会計期間（自 2018年4月1日　至 2018年9月30日）

１．製品およびサービスごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
投信委託者

報酬
おつり投資
サービス

コンサル
ティング

その他 合計

外部顧客
からの収益

2,114 6,178 5,336 300 13,929
 

 

２．地域ごとの情報

（1）営業収益

（単位：千円）

 日本 香港 合計

営業収益 8,592 5,336 13,929
 

 

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名
Global Student Accommodation

Limited Company

営業収益 5,336
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額並びに１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

＜1株当たり純資産額＞

当中間会計期間末
（2018年9月30日）

１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　2,872.13円
 

 

＜1株当たり中間純利益金額＞

当中間会計期間
（自 2018年4月1日　至 2018年9月30日）

１株当たり中間純利益金額　　　　 　　　　 35.73円

 

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、1株当たり中間純利益であり、
また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（注）１株当たり中間純損失算定上の基礎

項目
当中間会計期間

(自　2018年4月 1日
至　2018年9月30日)

中間純利益金額（千円） 835

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益（千円） 835

普通株式の期中平均株式数（株） 23,372
 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂　正　前＞

（2）販売会社

（a）名称 （b）資本金の額 （c）事業の内容

楽天証券株式会社 7,495百万円
※1 金融商品取引業

株式会社SBI証券 48,323百万円
※2 金融商品取引業

松井証券株式会社 11,944百万円
※1 金融商品取引業

香川証券株式会社 555百万円
※1 金融商品取引業

 

※1　2018年3月末日現在

※2　2018年6月末日現在

 

※香川証券株式会社は2019年1月15日より募集・販売等の取扱いを開始する予定です。

 
当ファンドの委託会社であるTORANOTEC投信投資顧問株式会社は、販売会社としての役割も有しております。なお、

今後販売会社が追加される可能性があります。

 

＜訂　正　後＞

（2）販売会社

（a）名称 （b）資本金の額 （c）事業の内容

楽天証券株式会社 7,495百万円
※1 金融商品取引業

株式会社SBI証券 48,323百万円
※2 金融商品取引業

松井証券株式会社 11,944百万円
※1 金融商品取引業

香川証券株式会社 555百万円
※1 金融商品取引業

 

※1　2018年3月末日現在

※2　2018年6月末日現在

 
当ファンドの委託会社であるTORANOTEC投信投資顧問株式会社は、販売会社としての役割も有しております。なお、

今後販売会社が追加される可能性があります。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書
 

 

平成31年２月27日
 

TORANOTEC投信投資顧問株式会社

取　締　役　会　御　中
 

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　久保　直毅

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているTORANOTEC アクティブジャパンの平成30年７月21日から平成31年１月20日までの中間計算期間の中間財務

諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、TORANOTEC アクティブジャパンの平成31年１月20日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期

間（平成30年７月21日から平成31年１月20日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

TORANOTEC投信投資顧問株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

 

以　 上

 

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
平成30年６月14日

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社

取 締 役 会　御中

か が や き 監 査 法 人　

代表社員

業務執行社員
公認会計士 曾我　隆二　㊞

   

代表社員

業務執行社員
公認会計士 葛西　晋哉　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第20期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記につ

いて監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＯＲ

ＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）1.上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。

2.ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成30年12月18日
 

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社

取 締 役 会　御中
 

 

かがやき監査法人  
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 　 葛西　晋哉　㊞

 

 

業務執行社員  公認会計士 　 金本　光博　㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第21期事業

年度の中間会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社の平成30年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）1. 上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。

2. ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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